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経歴

Favorite

ゴルフ 料理

株式会社カナモト 入社1月1983年

執行役員4月2001年

レンタル事業部⾧11月2002年

取締役1月2004年

営業統括本部⾧（現任）6月2005年

常務執行役員4月2012年

副社⾧執行役員11月2014年

代表取締役社⾧（現任）11月2016年

執行役員（現任）

自己紹介
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株式会社カナモト
東京証券取引所プライム市場・札幌証券取引所 9678

1964年（昭和39年）10月28日

北海道札幌市中央区大通東３丁目1番地19

東京都港区芝大門1丁目7番地7

178億29百万円（払込済資本金）

2,132億66百万円（2025年10月期）

3,933名（役員、嘱託、臨時社員を除く）

建設機械器具のレンタル、鉄鋼製品の販売、
エンジニアリングワークステーションおよび周辺機器のレンタル

商号
証券コード

設立年月日

本社所在地

事業本部所在地

資本金

連結売上収益

連結従業員数

事業内容
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グループ企業理念

グループビジョン

グループバリュー

高収益を基盤として、
顧客・社員・株主に報いる、
良質で強力な企業集団であること

持続可能な成⾧基盤の構築

真のゼネラルレンタルカンパニー
専門店が集積する強大なレンタルモール
あらゆるソリューションの蓄積と共有化

フィールドを
どこまでも広げ
深化させていくこと。

これからも成⾧を続け
自らの可能性を
追い求めていきます。

行動指針

Mission

Vision

Value

1.変革を求め会社の活性化に総力を結集せよ

2.我が社は利益を追求する戦斗集団であることを自覚せよ

3.自主・自律の心を持て
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※2025年10月末時点

連結売上高

213,266百万円

連結営業利益

17,369百万円

営業利益率 8.1％

国内 534 拠点

海外 23 拠点

アライアンス
グループ

会社数 35 社

約5,000機種

従業員数

連結 3,933 名

180万点の

レンタルアイテム

※役員・嘱託・臨時職員を除く

⾧期発行体格付 A-（ポジティブ）日本格付研究所(JCR)

発行体格付 A-（安定的）格付投資情報センター(R&I)

格付機関からは財務の安定性と中期的な業績の堅調さを評価されました。
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スポーツ支援

芸術・文化支援

ロコ・ソラーレ北海道日本ハムファイターズ

カナモトホール プロヴィデンス

北海道常呂町から世界へと羽ばたいたカーリング
チーム、ロコ・ソラーレ。
当社は2024年3月にスポンサー契約を締結しました。
シーズンユニフォームの左膝部分には当社のロゴも
プリントされています。

2018年よりオフィシャルスポンサーとして応援して
きた北海道日本ハムファイターズ。
同チームの新本拠地となったエスコンフィールド
HOKKAIDO（北海道北広島市）の建設においては、
当社の機材を提供し、北海道の新たなシンボルづく
りを支えました。

コンサートや生涯学習の場と
して年間40万人が利用する
「札幌市民ホール」のネーミ
ングライツを取得し、同ホー
ルの名称を「カナモトホー
ル」と命名しました。

北海道室蘭市「港の文学
館」の運営場所に、当社が
所有する旧ビアレストラン
「プロヴィデンス」を無償
提供しています。
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鉄鋼関連事業は、当社設立時の主力事業であ
り、北海道を中心に鉄鋼製品の販売を行って
います。

情報機器関連事業では、常に最先端のIT機器
等のレンタルを行っております。

福祉関連事業は、グループ企業の㈱ニシケン
とケアウェル安心㈱において、福祉用具や介
護用品のレンタル・販売を行っています。

様々な分野で収益機会の
拡大を図っています。

FY2025 セグメント別売上比率（連結）

カナモトグループの主力事業である建設関連
事業。建設機械のレンタルを中心に展開して
おります。

土木・建築をはじめ、現場から寄せられる
ニーズに、迅速・適切にお応えするサービス
を提供しています。

現場の声に即応し、社会インフラとして
「レンタル」の使命を果たします。

FY2025 セグメント別売上比率（連結）
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資産の購入
（投資）

中古売却

顧客へ
レンタル

メーカー

国内ブローカー

独自のメンテナンス体制により
資産のロングライフ化を推進

平均使用年数
約8～10年+α

市場のニーズ
に応じた
適切な設備投資

国内の建設現場で使用される機械のうち、60％以上がレンタル

建設現場に必要なあらゆるソリューションや
コンテンツを、ワンストップで提供できる体制を目指す

メンテナンス

のレンタルアイテムを保有

10
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レンタルにおきかえると、工事の進行とともに変化する必要な資機材を
数量や期間を調整し調達可能となり、利便性が高い

建設機械を購入するには多額の資金、広大な保管場所とメンテナンス人員が必要

© 2026 Kanamoto Co., Ltd.

高額な初期投資 保管場所や維持費 最新型へのモデルチェンジが困難

仮設工事 地盤改良･形成 基礎工事 躯体･外装･内装 外構工事

その時々に必要な機材を
柔軟にレンタル
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2010年度の約42兆円を底に増加に転じ、回復基調で推移
2027年度は建設投資全体としては前年度と比べて増加し、約86兆円の見通し

（単位：兆円）

2027(見通し)2026(見通し)2025(見通し)2024(見込み)2023(見込み)202220212020201520102005年度

86.483.378.373.271.567.865.262.856.641.951.6建設投資

(3.7%)(6.3%)(7.0%)(2.4%)(5.3%)(4.1%)(3.8%)(0.7%)(19.3%)(-2.4%)(-2.4%)対前年度伸び率

28.828.126.425.024.423.923.523.920.2 18.0 19.0政府建設投資

(2.6%)(6.7%)(5.2%)(2.6%)(2.2%)(1.6%)(-1.4%)(6.1%)(8.6%)(0.3%)(-8.9%)対前年度伸び率

17.417.116.216.215.916.716.015.1 15.7 13.018.4民間住宅投資

(1.7%)(5.9%)(0.0%)(1.6%)(-4.8%)(4.3%)(6.4%)(-7.7%)(5.5%)(1.1%)(0.3%)対前年度伸び率

24.122.621.119.318.817.416.415.714.6 11.014.2民間非住宅建設投資

(6.5%)(7.1%)(9.6%)(2.3%)(8.4%)(6.1%)(4.1%)(-7.7%)(3.9%)(-10.0%)(4.0%)対前年度伸び率

16.015.414.712.712.39.99.38.16.2 ――民間建築物RR投資

(3.9%)(4.7%)(15.5%)(3.4%)(24.8%)(6.6%)(13.9%)(25.1%)―――対前年度伸び率

61.560.859.456.957.956.457.658.1 56.6 44.957.5 実質建設投資

(1.1%)(2.4%)(4.2%)(-1.6%)(2.6%)(-2.0%)(-1.0%)(0.8%)(19.0%)(-2.6%)(-3.6%)対前年度伸び率

資料出所：RICE一般財団法人 建設経済研究所「建設経済モデルによる建設投資の見通し（2026年7月）」

（見込み） （見込み） （見通し）

■ 民間非住宅建設投資

■ 民間住宅投資

■ 政府建設投資

■ 民間建築物RR投資
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地熱発電風力発電 太陽光発電防衛関連基地建設

NEXCO3社の大規模更新

北陸新幹線 北海道新幹線

大阪ＩＲ

リニア中央新幹線

半導体工場建設

送電網

データセンター 都市再開発

空港・港湾の再整備

国内の建設投資は86兆円を超え、今後も堅調な推移が見込まれる
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日本国内においての激甚災害

※出所：内閣府HP「防災情報のページ」を基に作成

地震による土砂崩れ、局地的豪雨による洪水・土砂崩れ等の被害が各地で発生
現場においての機材供給の大半はレンタル業界が担っており

建機レンタル業はいまや重要な「社会インフラ」
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2017年6月・7月

九州北部豪雨・台風第3号

2017年9月

台風第18号

2017年9月

台風第21号

2018年5月～7月
平成30年7月豪雨・台風第5～8号

2018年8月・9月

台風第19～21号

2018年9月

北海道胆振東部地震

2018年9月・10月

台風第24号

2019年6月・7月

台風第3・5号等

2019年8月・9月

台風第10・13・15・17号

2019年10月

台風第19～20号

2020年5月～7月

令和2年7月豪雨等

2021年5月～7月

梅雨前線による豪雨

2021年8月

台風第9・10号等

2022年3月

福島県相馬郡新地町地震

2022年7月

前線による豪雨

2022年8月

前線による豪雨・台風第8号

2022年9月

台風第14号・第15号

2023年5月

令和5年奥能登地震

2023年5月～7月

梅雨前線・台風第2号

2023年8月

台風第7号

2023年9月

台風第12号・第13号

2024年1月

令和6年能登半島地震

2024年6月・7月

梅雨前線

2024年8月

台風第5号

2024年8月・9月

台風第10号

2024年9月

前線による豪雨

2025年2月

大火

2025年8月～9月

前線による豪雨・
台風第12号・台風第15号
2025年10月

台風第22号・第23号

※2025年10月時点
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FY24 FY25 FY26

2026年10月期 第3四半期 連結業績

EPS親会社株主に帰属
する四半期純利益経常利益営業利益売上高

¥292.2210,06315,77915,440162,9232026年10月期 第3四半期 実績

－39.1％31.1％31.6％2.6％前年同期比

¥206.857,23612,03911,734158,7922025年10月期 第3四半期 実績

－33.2％27.7％30.0％4.6％前年同期比

¥152.705,4329,4299,029151,8612024年10月期 第3四半期 実績

（単位：百万円）
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0.00

75.00

150.00

225.00

300.00

0

4,500

9,000

13,500

18,000

FY24 FY25 FY26

営業利益
31.6%増

39.1%増

経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益とEPS

売上高
2.6%増 31.1%増
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2026年10月期 第3四半期

FY22 FY23 FY24 FY25 FY26

17

24.0%

19.7%

22.7%

15.3%

14.4%

3.9% 北海道地区

東北地区

関東甲信越地区

西日本地区

九州沖縄地区

海外

FY2026_3Q累計
24.0%

19.7%

15.3%

14.4%

3.9%

22.7%

■ 北海道地区 5.9％増

■ 東北地区 4.5％増

■ 関東甲信越地区 6.7％増

■ 西日本地区 5.2％増

■ 九州沖縄地区 3.9％減

連結レンタル売上高合計 4.2％増

前年同期比

23.6％

19.7%

22.1％

15.2%

15.6%

3.8% 北海道地区

東北地区

関東甲信越地区

西日本地区

九州沖縄地区

海外

FY2025_3Q累計
23.6%

19.7%

15.2%

15.6%

3.8%

22.1%
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▼マーケット状況

・防災・減災、国土強靭化対策事業などにより、
公共工事は堅調に推移。

・防衛関連施設やインフラ老朽化対策などの需要
も底堅く、全体としてやや拡大傾向で推移する
と見込まれる。

・地方単独事業の予算についても、維持補修費や
投資的経費が前年度並みに確保される見通し。

▼マーケット状況

・デジタル化の加速を背景としたデータセンター
や都市部大型再開発など、建設需要は引き続き
堅調に推移。

・北海道や首都圏での鉄道工事に加え、再生可能
エネルギーや脱炭素関連ビジネスの市場拡大も
期待される。

・日本銀行の調査によれば、企業の設備投資額は
増加傾向にあり、サプライチェーンの国内回帰
やDX・GX投資の流れが全体の投資需要を下支え
している。

官民双方の堅調な建設投資を背景に、建設機械のレンタル需要は底堅く推移する見通し。
一方、労務需給は人手不足により逼迫した状況が続いており、需要の急速な拡大は見込みに
くい環境。

インフレ基調の継続や中東情勢の影響により、資材・エネルギー価格の高止まりやそれに伴
う労務費の上昇が続く見通しであり、建設機械レンタル業界全体としては値上げ基調が継続
すると予想。

成⾧投資は、計画の範囲内で、実需に基づく戦略的な投資を継続。
18
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資料出所：日本銀行「物価関連（PR）」企業向けサービス価格指数（建設機械レンタル）2020年基準

建設機械レンタルの指数は2024年より上昇傾向
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（単位：百万円）

FY2026/EFY2025FY2024FY2023FY2022FY2021FY2020FY2019FY2018FY2017FY2016

20,40017,36914,56911,95813,22914,62414,25017,84217,59916,66515,134営業利益

33,10035,03736,27534,89132,52831,71229,07327,70525,72224,57022,458減価償却費

53,50052,40650,84446,84945,75846,33643,32445,54743,32141,23537,592ＥＢＩＴＤＡ

12,40011,27810,86911,04410,48310,69410,46110,77510,54210,3108,938設備投資同等物

65,90063,68561,71457,89456,24157,03053,78556,32253,86351,54546,530ＥＢＩＴＤＡ＋

40,00041,73548,53552,16142,78637,26651,56752,09346,99237,67438,294設備投資

25,90021,94913,1795,73213,45419,7642,2184,2296,87113,8718,235フリーＣＦ

EBITDA+ ＝EBITDA（営業利益＋ 減価償却費）＋設備投資同等物

レンタル用資産をはじめとする新規設備投資の原資として、
当社独自のEBITDA+を重要な指標とし、財務の健全性を堅持

20
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FY24 FY25 FY26/E

2026年10月期 連結業績予想

EPS親会社株主に帰属
する当期純利益経常利益営業利益売上高

¥376.2312,90020,70020,400221,0002026年10月期 連結予想

－17.5％15.3％17.4％3.6％前年同期比

¥314.1510,97717,95117,369213,2662025年10月期 連結実績

－21.8％18.0％19.2％2.9％前年同期比

¥253.729,01315,21814,569207,2182024年10月期 連結実績

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

FY24 FY25 FY26/E
0
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15,000

20,000

25,000

FY24 FY25 FY26/E
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

FY24 FY25 FY26/E

営業利益

17.4%増

17.5%増

経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益とEPS

売上高

3.6%増

（単位：百万円）

21
※2026年10月期の連結業績予想における「１株当たり当期純利益」については、自己株式取得の影響を考慮しております。

15.3%増
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IX
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IX

業界の変革
・仕入れコスト上昇や人件費高騰等に対応すべく、収益構造の改善が喫緊の課題
・中⾧期的には少子高齢化により、中小企業の担い手不足問題が顕在化し寡占化が進む
・⾧期的な建設投資の見通しは減少傾向であり、より厳しい競争環境が見込まれる

環境・社会課題を事業を通じて解決する
・2050年のカーボンニュートラルの実現に向けた環境対策機への

資産シフトが望まれる
・ダイバーシティ等、新しい時代のニーズに合った雇用形態に向けた変革が不可欠
・持続的成⾧と企業価値向上のためのガバナンス体制の展開が必要

DXが競争力を左右する時代
・BIM /CIM や無人化施工等、生産プロセスにおいてもデジタル技術が進化
・当社及び建設業におけるデジタル技術とデータ活用は発展途上
・これを建設ビジネス全体に運用することができれば、飛躍的な生産性向上に貢献し

新たなサービスを創出することが可能

インダストリー・トランスフォーメーション

サステナビリティ・トランスフォーメーション

デジタル・トランスフォーメーション

22
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FY2026/E FY2029/E

収益基盤を確保しながら確実な成⾧を果たすと同時に、資本効率の改善に注力する。
持続可能な社会の実現に向けた課題にも積極的に取り組み、
真のゼネラルレンタルカンパニーの実現に向けた着実な歩みを進める。

FY2024 FY2025

Creative60 
(2020-2024)

Progress65 
(2025-2029)

2024

2029

2019

2030

2030年ビジョンの
早期達成

真のゼネラルレンタルカンパニーへ

売上高 2,354億円
営業利益 210億円
営業利益率 8.9％
ROE 8.2％

目標

2,132億円
173億円
8.1％
7.6％

売上高 2,072億円
営業利益 145億円
営業利益率 7.0％
ROE 6.6％

23

カナモトグループの目指す姿

2,210億円
204億円
9.2％

基盤強化

成⾧と効率化の両立
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主な基本方針

・建機レンタル事業における
２つの取り組み強化

・経営資源の効率性追求
・建機レンタルおよび

周辺ビジネスでのＭ＆Ａ推進
・海外展開の強化

・レンタル資産の適正な購入とロングライフ化を推進し、
償却済み資産増加によるボリューム確保とコストの削減
を両立。

・レンタル価格の適正化を継続しつつ、稼働率も向上。
・グループ戦略との適合性を重視したM&Aの検討を継続。
・海外展開は、北米進出に向けたFSを継続。既存事業

基盤の強化策として、資産稼働状況などの経営情報の可
視化や周辺諸国での取引拡大に向けた営業強化を推進中。

・ＢＩＭ/ＣＩＭ、ＩＣＴの活用
・新商品、新商材の開発
・業務の改善→事業改革→事業変革
・整備業務の視える化、組織強化

・ICT機器の提供、デジタル技術を活用した安全システムや
遠隔管理システムの開発を強化。

・WEB受発注システム「Quick Order Rental」の利用拡大。
・RPA、BI、生成AI等の普及促進により、業務の効率化・

視える化・意思決定のサポートを実現し、データドリブ
ン経営の実装を加速。

・人権方針
・人的資本投資の拡充
・ＴＣＦＤ、環境対応の推進
・ＥＳＧ

・人権方針のサプライチェーンに対する周知の継続。
・従業員持株会への譲渡制限付株式の付与を発表。
・健康データを活用した、健康経営の高度化を推進。
・スコープ１、２の合計値は、2013年度比8.1％削減。

24

進捗
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29.6% 32.0%

FY2025 FY2029/E

FY2025 FY2029/E

46.0% 52.0%

北海道

東北

西日本

九州 ※沖縄を除く

5.1% 5.6%

FY2025 FY2029/E

17.4% 21.0%

FY2025 FY2029/E

2025年度は、西日本・九州を中心にシェアが上昇
2029年度に向け、各エリアでの営業体制強化と稼働率の向上により、
安定したシェア拡大を図る

資料出所：国土交通省「建設総合統計」出来高ベースを元に一律2.5％で算出したもの
注：建設総合統計の遡及改定にあたり数値変動

8.3% 9.3%

FY2025 FY2029/E

関東甲信越
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1．収益性の向上 2．株主還元策の強化 3．積極的なＩＲ活動の継続

（3）レンタル単価の適正価格への調整

（2）営業所の統廃合の実施

（1）レンタル資産の稼働率の向上

1．収益性の向上に対する具体的な施策 2．株主還元策の強化
株主の皆様に対する利益還元を最重要な経営課題の一つとし
て位置付けております。配当政策については、今後も事業環
境に関わらず一定の配当を安定して行い、さらに業績に応じ
て利益還元を加える累進配当を目指してまいります。

総還元性向 50% 超

3．積極的なＩＲ活動の継続
株主・投資家の皆様との双方向のコミュニケーションにより、
経営状況や運営方針の正確・迅速な説明に努めるとともに、
企業価値の最大化に取り組んでおります。

▼ 株主・投資家の皆様との対話の件数

・ 資産の適正配置

・ 設備投資の見直し
・ メンテナンスによる⾧寿命化を推進

仕入れコストの上昇等
の影響により、2023年
4月からレンタル単価
の価格改定を通達し、
値上げを推進しており
ます。

参加人数
ＩＲ活動

2025年度2024年度2023年度

51名41名34名本決算
決算説明会

51名51名28名中間期

191名213名104名ＩＲミーティング（延べ）

新設統合閉鎖
12拠点3拠点14拠点FY2025

4拠点0拠点9拠点FY2026_3Q

▼ 連結実績

取り組み

26
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株主還元
250億円以上

レンタル資産
投資等

2,000億円以上

成⾧投資等
250億円以上

＋α

需要動向を見極め、
国内コア事業の持続的成⾧・生産性向上、
海外事業の強化に向けた戦略的投資

グループ価値向上に向けた、新規事業、
M&Aなど成⾧基盤の獲得への積極的投資

総還元性向50%以上を目標に
安定配当を継続し、
機動的な自己株式取得を実施

27

キャッシュ・フロー
ＥＢＩＴＤＡ

2,500億円以上＋α

成⾧投資と株主還元のバランスを考慮し、企業価値と市場評価の更なる向上を図る

27
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2015 PT KANAMOTO INDONESIA
KANAMOTO FECON  RENTAL JSC
SIAM KANAMOTO CO.,LTD.

独自の店舗拡充に加えてＭ＆Ａを継続的に実施することで成⾧

1972 株式会社カナモトに社名変更

1999 アシスト

2000 カナテック

2004 カンキ

2012 ユナイト

2015 KNK MACHINERY&EQUIPMENT 
CORPORATION

2016 ニシケン

2017 東友エンジニアリング 名岐エンジニアリング

2017 卡纳磨拓（中国）投资有限公司 2018 ケアウェル安心

2018 KANAMOTO & JP NELSON 
EQUIPMENT (M) SDN. BHD.

連結子会社 関連会社

2008 東洋工業 KGフローテクノ

2019 小松土木通商
セフティー石川

2020 ソーキホールディングス
ソーキ
ソーキ販売

2020 KANAMOTO AUSTRALIA HOLDINGS PTY LTD
MADICA PTY LTD
PORTER EXCAVATIONS PTY.LTD.
PORTER GROUP NOMINEES PTY LTD

1964 株式会社金本商店設立

2022 セントラル

2024 CACH

28

2026 高崎事務器株式会社

非連結子会社 株式会社ＴＪＲ

株式会社近藤リース
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FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY25 FY26/E

特別配当 普通配当

配当

110

35

45
50

60
65 65

75

20

7570

80

95

35

2025年10月期(実績)：中間配当45円（+10）期末配当50円（+5） 【年間配当 95円（+15）】
2026年10月期(予想)：中間配当55円（+10）期末配当55円（+5） 【年間配当110円（+15）】

総還元性向50％超を目標に、安定配当を堅持しつつ持続的な利益成⾧を通じて
増配を目標とする累進配当を行い、機動的な自己株式取得も実施

（単位：円）

29

20

※括弧内の数値は前年比（単位：円）
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1,000株以上1,000株以上500株以上1,000株未満保有株式数

継続3年以上継続１年以上3年未満継続１年以上継続保有期間

12,100円のカタログギフト6,600円のカタログギフト2,000円相当の北海道銘菓優待内容

商品例

保有株数および保有期間につきましては、同一株主番号であることを確認すると共に、
各四半期末時点 （1月末、4月末、7月末、10月末）の保有株数（500株以上もしくは1,000株以上）を確認させていただきます。

※「保有株式数1,000株以上かつ継続1年以上」とは、各四半期末時点 （1月末、4月末、7月末、10月末）の株主名簿で同一株主番号であることを 確認すると共に
各時点における保有株式数が全て1,000株以上の株主様が対象となります。保有株式数500株および継続保有期間3年以上も上記と同様の考え方となります。

鮭のちゃんちゃん焼き

洞爺湖万世閣ホテル
レイクサイドテラス
（ペア日帰り温泉お食事付）味付けジンギスカン

夕張メロン

びらとり和牛すき焼用
登別石水亭

（ペア日帰り温泉お食事付）

30
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お問い合わせ先 株式会社カナモト 広報室

ホームページ https://www.kanamoto.co.jp
ＩＲサイト https://www.kanamoto.ne.jp

〒060-0041 札幌市中央区大通東3丁目1-19
TEL.011-209-1631（土日祝除く 8：30～17：00）

【免責事項】
本説明会及び説明資料に含まれる歴史的事実ではないものは将来の見通しです。将来の見通しは、現時点で
入手可能な情報に基づき判断したものであり多分に不確定な要素を含んでおります。従いましてこれらの見
通しのみに全面的に依拠することはお控えくださるようお願いいたします。実際の業績等はさまざまな要因
の変化等により、これらの見通しと異なる場合がありますことをご了承ください。


